
「特定の一般社団法人等に対する課税」チェックシート（相続税法第 66条の２） 

 

（はじめにお読みください。） 
１ このチェックシートは、一般社団法人又は一般財団法人（以下「一般社団法人等」といいます。）の理事等が死亡した場合

において、相続税法第 66 条の２の規定により、当該一般社団法人等に相続税が課されるか否かを確認する際に使用してく

ださい。 

２ 確認結果の欄の左側のみに○がある場合には、原則として、当該一般社団法人等は、その死亡した者（以下「被相続人」

といいます。）から一定の財産を遺贈により取得したものと、当該一般社団法人等は個人とそれぞれみなされ、相続税が課さ

れることとなります（判定結果の右側の欄のいずれかに○があれば、他の項目のチェックは不要です。）。 

３ 相続税の申告が必要となる場合には、このチェックシートを申告書に添付してご提出ください。 

被相続人の氏名:                    相続開始年月日：    年   月    日                     

住所:                      

一般社団法人等の名称:                  

設立年月日：         年   月    日                    

所在地：                     

電話：     （     ）                  

 

 確認内容 確認結果 

被
相
続
人 

⑴ 一般社団法人等が、平成 30年３月 31日以前に設立されたものである場合、被相続

人の相続開始は、令和３年４月１日以後ですか。 

はい いいえ 

⑵ 被相続人は次のいずれかの者に該当しますか（該当するものにチェックをしてく

ださい）。 

□ 死亡の直前において一般社団法人等の理事である者 

 □ 一般社団法人等の理事でなくなった日から５年を経過していない者 

   （理事でなくなった日：   年   月   日）  

 □ 一般社団法人等が被相続人の相続開始前５年以内に行われた合併に係る合併法

人である場合において、その被相続人がその期間内のいずれかの時においてその

合併に係る被合併法人（以下「一般社団法人等に係る被合併法人」といいます。）

の理事であった者 

   （合併の日：        年   月   日） 

はい いいえ 

一
般
社
団
法
人
等 

⑴ 相続開始時において、次のいずれかの法人に該当しますか（該当するものにチェッ

クをしてください）（注１）。  

 □ 公益社団法人・公益財団法人 

□ 非営利型法人 

□ 特定目的会社等の親法人 

□ 専ら資産流動化を行うことを目的とする法人 

いいえ はい 

⑵ 被相続人に係る同族理事（注２）の状況が次のいずれかに該当しますか（該当するも

のにチェックをしてください）。なお、判定の際には、「同族理事の割合判定表」（２

面）を使用してください。 

 □ 相続開始直前の被相続人に係る同族理事の割合が２分の１を超える 

 □ 相続開始の５年前から相続開始直前までの間における被相続人に係る同族理事

の割合が２分の１を超える期間の合計が３年以上 

はい いいえ 

(注)１ 「非営利型法人」とは相続税法施行令第 34条第４項第２号で、「特定目的会社等の親法人」とは同項第３号で、また

「専ら資産流動化を行うことを目的とする法人」とは同項第４号で規定する法人をいいます。 

２ 「同族理事」とは、一般社団法人等の理事のうち、被相続人又はその配偶者、三親等内の親族その他の当該被相続人

と相続税法施行令第 34条第３項に規定する特殊の関係のある者をいいます。 

  

所

在

地

氏

名

電

話

関

与

税

理

士

（１面） 



 

○ 同族理事の割合判定表 

  ⑴④の割合が２分の１を超える場合、又は、⑵ニの判定期間が３年以上となる場合には、１面の一般社団法人等に係る⑵の

要件に該当することとなります（⑴④の割合が２分の１を超える場合には、⑵欄の記載は不要です。）。 

 ① 年月日 ② 被相続人に係る

同族理事の数 

③ 理事の総数 ④ 同族理事の割合 

（②／③） 

 

 

⑴ 相続開始直前における

判定 
年    月   日 

人 人   

 

⑵ 相続開始前５年間における判定  

 

 

イ 

理
事
の
異
動
状
況 

相続開始の５年前

の日(注１) 
年    月    日 

人 人   

 異動年月日(注２) 
年    月    日 

人 人   

 

 異動年月日(注２) 
年    月    日 

人 人   

 

 異動年月日(注２) 
年    月    日 

人 人   

 

 異動年月日(注２) 
年    月    日 

人 人   

 

 相続開始 
年    月    日 

  

 

 ロ ④の割合が２分の

１を超える期間(注３、

４) 

 

自 ～ 至 期  間  

 年   月   日(注５)  ～ 年   月   日 年  月  日 

年   月   日    ～ 年   月   日 年  月  日 

年   月   日    ～ 年   月   日 年  月  日 

年   月   日  ～ 年   月   日 年  月  日 

合   計 年  月  日 

 ハ ロのうち平成 30 年

３月 31日までの期間 
 年  月  日 

 

 

 ニ 判定期間（ロ－ハ） 
 年  月  日 

 

 

(注)１ 一般社団法人等の設立日が相続開始の５年前の日後である場合には、設立日における状況をイの各欄に記載します。 

  ２ 「被相続人に係る同族理事の数」又は「理事の総数」に異動があった場合に記載します。なお、これらの異動が５回以

上ある場合は、適宜の用紙に記載してください。 

  ３ 被相続人が一般社団法人等に係る被合併法人の理事であった者である場合には、（３面）の「一般社団法人等に係る被

合併法人がある場合の同族理事の割合判定表」を記載の上、当該被合併法人における同族理事の割合が２分の１を超える

期間も記載してください（重複する期間については、記載は不要です。）。 

４ ２分の１を超える期間が５期間以上ある場合には、適宜の用紙に記載してください。 

  ５ 相続開始の５年前の日から④の割合が２分の１を超える場合には、当該５年前の日を記載してください。 

  

（２面） 



 

 

○ 一般社団法人等に係る被合併法人がある場合の同族理事の割合判定表 

１ 被相続人が一般社団法人等に係る被合併法人の理事であった者である場合には、この判定表を記載し、⑵の「④の割合が

２分の１を超える期間」を、（２面）の⑵ロの各欄に転記してください。なお、重複する期間については、転記は不要です。 

２ 被合併法人が２以上ある場合には、被合併法人ごとに、この判定表を記載してください。 

 

被合併法人の名称:                  

合併年月日：                 

 

 ① 年月日 ② 被相続人に係る

同族理事の数 

③ 理事の総数 ④ 同族理事の割合 

（②／③） 

 

 

 

⑴ 

理
事
の
異
動
状
況 

相続開始の５年前

の日(注１) 
年    月    日 

人 人   

異動年月日(注２) 
年    月    日 

人 人   

 

異動年月日(注２) 
年    月    日 

人 人   

 

異動年月日(注２) 
年    月    日 

人 人   

 

異動年月日(注２) 
年    月    日 

人 人   

 

合併の日 
年    月    日 

  

 

⑵ ④の割合が２分の

１を超える期間 

 

 

 

自 ～ 至 期  間  

 年   月   日(注３)  ～ 年   月   日 年  月  日 

年   月   日    ～ 年   月   日 年  月  日 

年   月   日    ～ 年   月   日 年  月  日 

年   月   日  ～ 年   月   日 年  月  日 

(注)１ 一般社団法人等に係る被合併法人の設立日が相続開始の５年前の日後である場合には、設立日における状況を⑴の各欄

に記載します。 

  ２ 「被相続人に係る同族理事の数」又は「理事の総数」に異動があった場合に記載します。なお、これらの異動が５回以

上ある場合は、適宜の用紙に記載してください。 

  ３ 相続開始の５年前の日から④の割合が２分の１を超える場合には、当該５年前の日を記載してください。 

 

（３面） 


